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平成 30 年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書(職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル班) 

 

「職場健診と肝炎ウイルス無料検診との同時実施」による受検率向上と 

「陽性者への対面受診勧奨」による受診率向上の試み 
 

研究分担者：山下 智省  JCHO 下関医療センター 院長 
研究協力者：加藤  彰  JCHO 下関医療センター 肝臓病センター長 

   
研究要旨： 
当院健診施設におけるウイルス性肝炎検診の受検率、検査陽性者の受診率の向上を目
指し、各種方策を試み、効果を検証した。当院の健診部門である健康管理センターに
おいて 2015年 10月から 2016年 9月までの 1年間に実施された協会けんぽ加入事業所
の職場健診者を対象とした。肝炎ウイルス無料検診希望者を募り、健診時の採血と同
時に HBｓ抗原、HCV 抗体検査の検体を採取した。検査結果は健診結果と一緒に郵送で
通知した、さらに、HBｓ抗原、HCV 抗体陽性者には医療機関受診を勧奨するリーフレッ
トを同封した。2017 年には陽性者に対して、通知後の医療機関受診状況について追跡
調査を行なった。追跡調査で受診確認ができなかった陽性者については、2018 年 6 月
より降年健診時に診察医師が直接、陽性であることを伝え、受診・受療状況を確認す
るとともに、未受診者には受診を勧奨した。 
肝炎無料検診を受けた 7,537 人のうち HBs 抗原陽性者は 78 人（1.03％）、HCV 抗体陽性
者は 46 人（0.61％）であった。2017 年に陽性者を対象に通知後の医療機関受療状況に
関する追跡調査を行ったところ、医療機関への受診したとの回答は、HBs 抗原陽性者で
43 人（55％）、HCV 抗体陽性者で 35 人（76％）であった。一方、未受診者の 62％が「受
診の必要を感じない」と回答した。未受診者のうち HBｓ抗原陽性 35 人中 10 人、HCV
抗体陽性者 11 人中 4名については降年健診時に診察医師が対面で、検査陽性と受診の
必要性を伝えることができ、受診に対して積極的な返答がえられた。 
職場健診などのあらゆる機会を利用して周知することがウイルス肝炎スクリーニング
の普及に有効である。一方、検査陽性・未受診者の半数以上が将来にわたって医療機
関受診の意思がなく、これらへの啓発、受診勧奨の対策が必要であり、方策の 1 つと
して、健診での診察時や保健師の訪問などによる対面受診勧奨が有用であると考える。 

A. 研究目的 
 B 型、C型肝炎患者の抽出のために、国は

特定感染症検査等事業に基づく肝炎無料検

査などの施策に取り組んできたが、その普

及は十分ではなく、潜在的キャリアが多数

存在すると考えられている。一方、事業所

就労者を対象に広く行われている職場健診

では肝炎検診が義務付けられておらず、毎

年健診を受けているにも関わらず一度も肝

炎検査を受けていない者が多くいる、とい

う矛盾がみられる。 

当院健診施設におけるウイルス性肝炎検

診の受検率、検査陽性者の受診率の向上を

目指し、各種方策を試み、効果を検証する。 

 

B. 研究方法 
当院の健診部門である健康管理センター

において2015年 10月から2016年 9月まで

の 1 年間に実施された協会けんぽ加入事業

所の職場健診者を対象とした。 

①あらかじめウイルス性肝炎検診（HBｓ

抗原、HCV 抗体）を無料で受けられること

を通知して受検希望者を募り、健診時の採

血と同時に HBｓ抗原、HCV 抗体検査の検体
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を採取した。検査結果は健診結果と一緒に

郵送で通知した、さらに、HBｓ抗原、HCV

抗体陽性者には医療機関受診を勧奨するリ

ーフレットを同封した。 

②2017 年には陽性者に対して、通知後の

医療機関受診状況について追跡調査を行な

った。 

③追跡調査で受診確認ができなかった陽

性者については、2018 年 6 月より降年健診

時に診察医師が直接、陽性であることを伝

え、受診・受療状況を確認するとともに、

未受診者には受診を勧奨した。 

 

C. 研究結果 
①ウイルス性肝炎検査:健診全受診者

28,654 人のうち、協会けんぽ加入事業所就

労者 9875 人を対象に肝炎無料検査を案内

した。このうち 23.7%は過去に検査済みで

あることを理由に受検を希望しなかった。

それ以外の 7,537 人は全員が受検を希望し、

本研究開始前の当施設での肝炎検診実施率

0.6%に比して飛躍的に向上した。肝炎無料

検診を受けた 7,537 人のうち HBs 抗原陽性

者は 78 人（1.03％）、HCV 抗体陽性者は 46

人（0.61％）であった。 

②2017年に陽性者を対象に通知後の医療

機関受療状況に関する追跡調査を行ったと

ころ、医療機関への受診したとの回答は、

HBs 抗原陽性者で 43 人（55％）、HCV 抗体陽

性者で 35人（76％）であった。一方、未受

診者の 62％が「受診の必要を感じない」と

回答した。 

③未受診者のうち HBｓ抗原陽性 35 人中

10 人、HCV 抗体陽性者 11人中 4名について

は降年健診時に診察医師が対面で、検査陽

性と受診の必要性を伝えることができ、受

診に対して積極的な返答がえられている。 

 

D. 考察 
肝炎無料検査を案内することにより検査

実施者の 100%が実施を希望したことから、

職場健診などのあらゆる機会を利用して周

知することがウイルス肝炎スクリーニング

の普及に有効である。一方、検査陽性・未

受診者の半数以上が将来にわたって医療機

関受診の意思がなく、これらへの啓発、受

診勧奨の対策が必要であり、方策の 1 つと

して、健診での診察時や保健師の訪問など

による対面受診勧奨が有用であると考える。 

 

E. 健康危険情報 
なし 

 

F. 研究発表 
1. 発表論文 
なし  

 

2. 学会発表 
なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得  
なし 

2. 実用新案登録  
なし 

3. その他  
なし 

 


